
■ 平面レイアウトのケーススタディ 資料２ 別冊

＜執務空間のメリット＞

・整形な執務空間
・大きな執務空間

＜来庁者のメリット＞

・見通しが良い
・動線が明快

１

● オフィスのコアタイプの比較

（１）コアタイプの選定

● 両端コアの採用事例

市原市庁舎 市川市庁舎

柔軟なレイアウト変更

分かりやすく迷わない窓口

● 庁舎における両端コアのメリット

・コアによって来庁者の見通しが遮られないものとする。

・執務室はまとまりのある大きな空間で可変性の高いものとする。

＜ 庁舎のコアタイプの選定における観点 ＞

【参考資料：事例で読む建築計画（彰国社）】
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① ワークスペース ：オープンフロア、フリーアドレスによる可変空間とする。

② ミーティングスペース：ローパーティション等により来庁者エリアからの視線の遮断することができる。昼当番職員の食事の様子が見えない配慮も可能。

③ ストックスペース ：執務エリアの最も奥に配置することでセキュリティレベルを確保する。ノートパソコン収納ロッカー、衣類掛けスペース、給湯コーナー等を配置する。

④ 待合スペース ：窓口カウンターの位置を可変とすることで、各課ごとに必要な大きさの待合スペースを確保する。目的に応じてローカウンター・ハイカウンターを選定する。

⑤ 廊下 ：見通しが良く明快な動線とする。廊下を集約することで床面積の縮減も図られる。

⑥ 相談室、小会議室 ：特定の課の専用とせず、フロア内で共用とする。相談室・小会議室のほか更衣室としても使用できる。執務エリアと来庁者エリアの双方から出入り可能とする。

・ 特別用途（コア内） ：コア部のみ時間外（土日祝・夜間）の利用が可能な配置計画とし、多目的スペースや会議室など、市民も利用できるスペースを確保する。

２

● エリアの分類

（２）ゾーニングの設定

● ゾーニングの設定

● 各ゾーンのポイント

＜執務エリア＞ 【備品類】

① ワークスペース………………デスク・文書棚

② ミーティングスペース………テーブル

③ ストックスペース……………個人ロッカー
・更衣スペース

＜来庁者エリア＞

④ 待合スペース…………………ベンチ

⑤ 廊下

＜共用エリア＞

⑥ 相談室・小会議室……………テーブル

※配慮する事項

・執務エリアと来庁者エリアの可変性

・ワークスペースの効率化・省スペース化

・ストックスペースの機密性

・相談室の共用化・多目的化
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３

● ワークスペース

（３）執務エリアの検討①

【参考資料：㈱内田洋行（Arcenaデスクシステム）】

【参考資料：㈱内田洋行（システムカウンターVISIT）】
・フリーアドレス対応のシステムデスクを使用する。ペーパーレス化を原則とし脇机は設けない。

デスクサイズは一人当たり幅1,000mm×奥行700mmで設定。

（本市においては、フリーアドレスを総務課・コンプライアンス推進課において先行導入済み）

・ユニバーサルレイアウトを採用する。各課の仕切りを無くす（詰めて座る）ことで省スペース化を図る。

・上記の考え方のもと座席をレイアウトすると、幅６ｍ×奥行１８ｍの単位空間においては最大４９人のワークスペースが確保できる。

（課長席のみ独立とし、係長席は一般職員席と同一とした場合。2.2㎡/人）

・窓口部門については、カウンターをセットバックすることで必要な大きさの待合スペースを確保する。目的に応じてハイカウンターとローカウンターを使い分ける。

・必要に応じて打合せ・作業・閲覧のためのテーブルを配置したり、印刷用スペースを設ける。

（複合機、コピー用紙、事務用品等を可能な限り集約し、更なる省スペース化を図ることも検討する。）

＜ ポイント ＞

Ａ課 Ｂ課 Ｃ課 Ｄ課

Ｅ課 Ｆ課

ユニバーサル
レイアウトの考え方

＜ 単位空間の設定＞
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４

● ミーティングスペース

（３）執務エリアの検討②

【収納ロッカー】

【ハンガーラック】

・ストックスペースはセキュリティの観点から、執務エリアの最も奥に配置する。

・更衣室や更衣ロッカーを設けず、衣類掛け用のハンガーラックのみを用意すること

により省スペース化を図る。

・ノートパソコンと最低限の私物のみを収納できる大きさの収納ロッカーを設ける。

・ストックスペース付近に給湯コーナーを設ける。

＜ ポイント ＞

● ストックスペース

・比較的機密レベルの高い打合せや昼当番職員の食事などを想定し、来庁者エリア

から離れた位置に配置する。

・間仕切壁を設けずワークスペースと一体の空間とするが、ローパーティション等

により来庁者エリアからの視線を遮ることができる。

＜ ポイント ＞

【参考資料：㈱内田洋行（Ｅ３パネルシステム） 】
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５

● 相談室・小会議室

（４）共用エリアの検討

・２階エントランスホールは、平常時に待合スペースとして利用するだけでなく、

イベント時には多目的に利用できる空間とする。

・プロジェクターやスクリーンを設置することで、会議や講演会等にも利用可能。

・執務エリアのセキュリティを確保しつつ、時間外（土日祝・夜間）の利用が可能

な配置計画とする。

＜ ポイント ＞

● 多目的スペース （コア内の低層部）

・特定の課の専用とせず、フロア内で共用とする。

・プライバシーを要する来庁者のための相談室、職員用の小会議室としての利用

のほか更衣室としても使用できる。

・執務エリアと来庁者エリアの双方から出入り可能とする。

・パーティション間仕切による個室とし、将来のレイアウト変更にも対応可能とする。

＜ ポイント ＞

【参考資料：コマニー㈱（EUP-Synchron）】

※ホワイトボードパネル仕様

【参考資料：オフィスブック（彰国社）】
【参考資料：㈱内田洋行（本社プレゼンテーションホール）】

・客席数：１００席

床面積：２００㎡程度

・客席を固定席としないことで、スペースを

多目的に利用することができる。

・前面の大型スクリーン、側面の可動式サブ

スクリーンに映像を投影できる。

・サイドテーブル付きの椅子とすることで、

会議や講演会等にも利用できる。

・客席を取り払い、ワークショップ等にも

利用できる。

【参考資料：
コンパクト建築設計資料集成
（日本建築学会編 丸善）】
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６

（５）ケーススタディの結果 ①

コア内部レイアウトの
バリエーション

＜参考＞ケーススタディにおける
緊急避難可能人数の算定

【屋外】
庁舎外部 ：約 1,300人
ペデストリアンデッキ：約 1,000人
立体駐車場 ：約 7,700人

合計：約10,000人

【屋内】
庁舎内部 ：約 2,800人

※静岡市における津波避難施設
の避難可能人数の算定根拠

・屋外：１㎡当たり２人
・屋内：１㎡当たり１人
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７

（５）ケーススタディの結果 ②

【□】
925㎡
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８

（５）ケーススタディの結果 ③

設備関係室

会議室・書庫・倉庫

福利厚生室・書庫・【□】

本庁の出先事務所等

区役所・災害対策室等

区役所・本庁の出先事務所（窓口業務）

区役所（来庁者の多い窓口業務）

８Ｆ：2,000㎡

７Ｆ：2,000㎡

６Ｆ：2,000㎡－【□】925㎡＝ 1,075㎡

５Ｆ：2,000㎡

４Ｆ：2,000㎡

３Ｆ：2,000㎡

２Ｆ：2,000㎡

１Ｆ： 296㎡（コア部）

合計：14,296㎡－【□】925㎡＝13,371㎡

階層構成

執務室 会議室 書庫・倉庫 福利厚生室 その他付帯室

事務室・窓口・

相談室・待合等

会議室・応接室

等

書庫・倉庫等 休養室・更衣室

・売店等
警備員室・

清掃員詰所等

5,067㎡ 1,109㎡ 1,251㎡ 548㎡ 96㎡

構成比率

38％

構成比率
8％

構成比率
9％

構成比率
4％

構成比率
1％

防災関係室 その他付属室 設備関係室 交通部分 市民利用

防災対策室 便所・洗面所・

湯沸室等

機械室・電気

室・ｻｰﾊﾞｰ室等

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ・

廊下・階段室等

多目的ｽﾍﾟｰｽ・

市民ｻﾛﾝ

231㎡ 495㎡ 1,773㎡ 2,561㎡ 240㎡

構成比率

2％

構成比率

4％

構成比率
13％

構成比率
19％

構成比率
2％

※参考：現庁舎の規模を職員数650人で換算した場合の床面積に対する縮減率

＜執務室＞6,160㎡ → 5,067㎡ … 約20％の縮減
＜会議室＞1,440㎡ → 1,109㎡ …約20％の縮減
＜倉庫・書庫＞1,400㎡ → 1,251㎡ …約10％の縮減

※基本構想において準用していた地方債同意等基準運用要綱等においては、交通部分の構成
比率が29％程度であった。動線を整理することで交通部分の構成比率は19％まで縮減され、
床面積の適正化に寄与するとともに、来庁者の歩行距離の短縮が図られている。

※上記の延床面積にはピロティ部分は含んでいない。
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